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本稿の目的

①
•二国間オフセットの有効性を検証

②
• CO2排出削減量を分析

③
•有効性の評価

④
•問題点の検証
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• 特徴
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• 原子力発電とベトナムの関連性

2.ベトナムと原発輸出について

• シナリオ設定

• 分析結果

3.分析

• シナリオ分析を通した政策提言

• 問題点

4.政策提言
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1.二国間オフセット・クレジット制度とは

• CDMでは中央集権的なガバナンスによ
り、運営に遅れが見られた

•対象とできる範囲が狭く、日本が得意と
する省エネ製品や、原子力関連の分野
を取り扱うことができない

•

• CDMの問題点を補完するため、日本が
BOCMを提案

背
景
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2.二国間オフセット・クレジット制度とは

途上国へ、日本の
優れたGHG削減
技術、製品、シス
テム、サービス、
インフラを普及

削減量をクレジッ
トとして発行／オ
フセットとして利用

・持続可能な開発
に貢献

・日本の削減目標
の達成に貢献
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•技術、製品、システム、サー
ビス、インフラなど、多様な対
象を取り扱えるように提案

•国連を介さない「日本政府」、
「ホスト国政府」の二者による
“分権的”な運営

特徴
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2.ベトナムと原発輸出について

①ベトナムは二国間オフセット・クレジッ
ト制度の条約締結国であり原発の新規
導入検討国でもある

②福島原発事故後の各国の原子力発
電に対する認識はさまざまであるが、ベ
トナムは事故後も原発を導入する方針
を変えていない
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そこで、今回私たちはベトナムと原子力発電の関連性に注目した



・ベトナムの電源構成（2012年）

水力

ガス火力

石炭火力

輸入

石油火力

その他

43.9％

34.2％

18.9％

2.2％

0.1％ 0.7％

出所：ベトナム 電力調査 2013

2012年 発電実績 120,210GWh 8



・ベトナムの電源構成（2030年）

水力

ガス火力

石炭火力

輸入

再生可能

原子力

その他

9.3％

14.4％

56.4％

3.8％

6.0％ 10.1％

出所：ベトナム 電力調査 2013

2030年 発電実績 695,000GWh
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目的の再掲

二国間オフセット・クレジット制度によってベトナ
ムへ原子力発電を輸出することを想定し、その
場合のCO2排出削減量の試算を行い制度の有
効性を検証する

それと同時に問題点の検証を行う
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3.分析においてのシミュレーションの全容

11

費用：原発建設費＋事故リスク

効果：原発に置き換えることによるCO2削減―輸送時のCO2増加

限界削減費用＝費用／効果
をシナリオを設定して試算

原発の耐用年数が40年間なので、40年間の費用と効果を試算
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原発導入
割合

ベトナムの電源構成基
準年

総発電量 火力発電の技
術革新

シナリオ① １０％ ２０１２年 １２０GWh

２０１２と同
水準

シナリオ② ２０％ ２０１２年 １２０GWh

２０１２と同
水準

シナリオ③ １０％ １９９０～２０１０年の
平均

６９０GWh

２０３０と同
水準

なし

シナリオ④ １０％ １９９０～２０１０年の平
均

６９０GWh

２０３０と同
水準

あり

シナリオ⑤ ２０％ １９９０～２０１０年の
平均

６９０GWh

２０３０と同
水準

なし

シナリオ⑥ ２０％ １９９０～２０１０年の
平均

６９０GWh

２０３０と同
水準

あり



分析 シミュレーションのセッティング①

・ベトナムの投資報告書（2009）によれば建設予算は

原子力発電4基で200兆ドンなので日本円で約9500億円

よって、原子力発電1基における建設費は2375億円

発電量は100万ｋWh

・また、原子力発電の耐用年数を40年とする
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分析 シミュレーションのセッティング②

（出典：OECD/NEA, “Comparing Nuclear Accident Risks with Those from Other 

Energy Sources”, 2010）

第３世代型軽水炉の事故
確率

ベトナムは安全で経済性のある100

万kW級の第３世代型軽水炉を導
入予定。

事故確率は10-5~10-8

稼働率
６割

稼働率
７割

稼働率
８割

0.0062円/kWh 0.0053円/kWh 0.0046円/kWh

原発1基
(100万kWh)

6200円/基 5300円/基 4600円/基

（原子力発電・核燃料サイクル技術等検討委員会が試算）
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事故リスク費用



分析 シミュレーションのセッティング③

原子力発電一基の重量を1000ｔ
とし、日本～ホーチミン（約
5000km）に輸出されると仮定

輸送時における環境負荷も考慮

（出典）http://www.nipponkoa.co.jp/corporation/logistics/pdf/b-

news092.pdf#search='%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%8

3%A0+%E8%B2%BF%E6%98%93%E6%B8%AF'

建設予定地

ホーチミン（貿易港）

約42.7ｔ（一基につ
き）のCO2を排出
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試算結果A.CO2限界削減コスト

削減コストはあまり変わらない
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稼働率 事故発生頻度
10-5時

事故発生頻度
10-8時

CO2削減量〈４０
年間〉
（環境負荷考慮）

６割稼働 2302円/ｔ 2298円/ｔ

シナリオ③ ７割稼働 1973円/ｔ 1969円/ｔ 約38億ｔ

８割稼働 1727円/ｔ 1724円/ｔ

６割稼働 2302円/ｔ 2298円/ｔ

シナリオ⑤ ７割稼働 1973円/ｔ 1969円/ｔ 約76億ｔ

８割稼働 1726円/ｔ 1723円/ｔ

試算結果Ｂ.ＣO2限界削減コスト：シナリオ３、５

CO2削減コストはかなり安くなる 17



試算結果Ｃ.CO2限界削減コスト：シナリオ４，６

稼働率 事故発生頻度
10-5時

事故発生頻度
10-8時

CO2削減量〈４０年
間〉
（環境負荷考慮）

６割稼働 7880円/ｔ 7865円/t

シナリオ④ ７割稼働 6754円/ｔ 6741円/ｔ 約11億ｔ

８割稼働 5913円/ｔ 5901円/ｔ

６割稼働 7880円/ｔ 7865円/ｔ

シナリオ⑥ ７割稼働 6754円/ｔ 6471円/ｔ 約22億ｔ

８割稼働 5910円/ｔ 5898円/ｔ

CO2削減コストはかなり高くなる 18



〈考察〉

・シナリオ③からシナリオ④の範囲になる
と考えられる（約1750～7880円/t）

・稼働率が上がれば、効率的のCO2削
減コストを安くすることができる（1割上が
れば約800～1100円/t安くなる）
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Tol(2009)によれば・・・

CO2の限界被害は2500～5000円/t

限界削減費用が5000円/tを超える対策はPayしない

削減コスト

約1750～7880円/t

今回の試算結果ではこのようになった

よって二国間オフセット・クレジット制度によるベト
ナムへの原発輸出は有効的であるケースもある

20
安くするには稼働率をあげてもらうことで
Payする確率を高められる



問題点

JCM/BOCMの問題点

1.追加性の懸念

2.補完性の懸念

3.対象案件の懸念

4.捻じれたインセンティブの懸念

しかし、本制度をクレジット制度として利用するには、以下の問題点も残す
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• 「CDMプロジェクトにおいて認証される
温室効果ガス削減量は、その排出削減
プロジェクトを実施しなかった場合の排
出削減量に対して追加的(additional)で
なければならない」(京都議定書 12条
5c)

• “追加性”の概念がなければ、国際的に
認められるクレジットにはなりえない

1.追加性の懸念
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• 本来、温暖化対策とは国内の削減
努力が主となるべきであり、オフ
セットは補完的な手段

• 主となる十分な国内努力分が示さ
れなければ、制度の正当性は損な
われる

2.補完性の懸念
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JCM/BOCMの問題点

1. 追加性の懸念

2.補完性の懸念

3.対象案件の懸念

4.捻じれたインセンティブの懸念

これらの懸念を解消しなければ、
BOCM/JCMは国際的に認められ
るクレジットになりえない
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• プロジェクト参加者や合同委員会から多様な方法
論を提案し、より正確な測定・報告・検証を行う

1.対象案件の懸念

• 十分な国内努力を行うため、政策やプログラム、セ
クター別の取り組みをCDMとして認められるように
国際交渉上で働きかける

2.補完性の懸念

4.捻じれたインセンティブの懸念

• 専門的知見の蓄積に立脚した方法論を構築し、専
門家を動員する

3.追加性の懸念
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4.政策提言

削減コスト

約1750～
7880円/t

稼働率と
削減効果
は比例

二国間オフ
セット・クレ
ジット制度は
積極的に利用
されるべき
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ベトナムの電源構成は

クリーン(水力が40％)

化石燃料に依存している国
への原発輸出はより効率
的である

ベトナム以外にも

原子力発電の輸出を推奨

27
※ただし、クレジット制度としては問題点も残すため、解決
が必要
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ご清聴ありがとうございました
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